
１．はじめに 

1-1．研究の背景と目的 

都市におけるコンパクトシティ・プラス・ネットワーク

の実現を図るため立地適正化計画（以下，「立適計画」）の

制度が2014年に創設され，全国の多くの都市において計画

策定が進んでいる。この計画制度の趣旨は，住宅及び医療，

福祉，商業等の民間施設の立地に関して，届出・勧告とい

う緩やかなコントロール手法を中心に据え，経済的なイン

センティブや他の施策・事業による取組みを複合的に連携

させて時間をかけながら一定の区域に対象とする施設を誘

導していくことにある。 
届出制は，誘導すべき施設の開発・建築の動きを把握す

るために導入されており，届出内容で実施された際に計画

目標に対して何らかの支障が生じると判断される場合は立

地変更・計画変更等の調整，さらに届出内容の行為の中止

の調整等の措置を講じることとなっている。そして，不調

となった場合には，適切な土地の取得に向けた斡旋や行為

の変更・中止の勧告を行う一連の行為が想定されている1)。 
2019年12月時点で278都市が計画策定・公表済みであ

るが，届出・勧告制の運用が初動期であることから，届出

の発生の有無や件数あるいはその立地，その際の対応等，

基礎的な情報は十分に整理されていない。また，届出・勧

告制の運用実績と成果，課題は明らかになっていない。 
なお，他計画での届出・勧告制について，1980年創設の

地区計画では，住民合意に基づいた狭域の計画を都市計画

決定した上で運用している。また2004年創設の景観計画や

2008年創設の歴史的風致維持向上計画では，形態・意匠に

関する誘導や歴史的建造物の保全を目的に運用されており，

土地の財産権に関わる立地誘導までは扱っていない。さら

に，他計画では指定した区域「内」で該当する開発・建築

行為の届出を求めて誘導を図るものであるが，立適計画で

は指定した誘導区域「外」で該当する行為の届出を求めて

誘導を図るという違いがある。そのため，立適計画の届出・

勧告制は，これまでとは異なる作動環境で運用されている。 
 以上を踏まえ，本研究は立適計画策定後の運用初動期で

の実効性の検証の第一歩として，届出・勧告制の運用実績

と成果，課題を明らかにすることを目的とする。 
1-2．関連する研究と本研究の位置づけ 

立適計画に関する研究は，拠点構造と都市機能誘導区域

の整合に関するものとして甘粕らや尹らの研究 2),3)があり，

誘導区域の指定に関するものとして西井らの研究 4)がある。

また，独自区域指定の動きと課題を明らかにした尹らの研

究 5)もあり，計画論の研究は進んでいる。これらに加え，

届出・勧告制に実効性の乏しい面があるとして，その他の

立地誘導施策の取組みを明らかにした野澤らや宮崎らの研

究 6），7）があり，着実に研究が蓄積されつつある。しかし，

届出・勧告制そのものに対して実証的に言及した研究は，

立適計画制度の活用実態に関する網羅的な全国調査の結果

を報告した尹らの研究8)の一部や，2017年度における届出

件数等を報告した山口9)の研究が見られる程度である。 

一方，他計画での届出・勧告制の実効性に関わる研究と

して，地区計画において勧告が後ろ盾となって指導段階で

成果を生んでいることを明らかにした高見澤らの研究 10)，

事前届出制を導入して実効性を確保している取組みを明ら

かにした岡井らの研究 11)がある。景観計画においては，土

地利用転換の動向の把握手段として届出制が有効に機能し

ていることを明らかにした木野らの研究12)，基準への適合

の協議等は基本的に届出前の事前協議で実施されているこ

とを明らかにした鶴田らの研究13)がある。 

こうした研究動向のなか，まず立適計画で誘導に必要な
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区域指定に関わる空間計画，次に設定した施設の区域内立

地の促進に関わる誘導施策，そしてそれらの反映として現

れる届出・勧告の実績等，以上の3点の研究が揃うことに

より，はじめて立適計画の有効性や改善点が学術的に明ら

かになるとの基本枠組みを設定する。その上で，本研究は，

他計画と異なる作動環境の中で運用される3点目の立適計

画の届出・勧告制に焦点をあて，届出件数や届出時の協議

等の運用状況，実績・成果を明らかにし，届出・勧告制に

関する課題を抽出する点で独自性があり，立適計画に関す

る研究の深化・発展に寄与するものと位置づける。 

1-3．研究の方法 

第2章では，届出・勧告制の全国的な運用実績を明らか

にするため，計画を公表している都市へのアンケート結果

から，都市機能誘導と居住誘導のそれぞれにおける事前相

談，届出，協議等の各件数と協議等がある場合の結果を把

握し分析する。また，人口規模等によって影響を受ける届

出件数の多寡を適正に判断するため，届出件数の計画区域

内全体での該当行為件数(1)に対する比率を求め分析する。 

第3章では，届出・勧告制の実効性と課題を考察するた

め，アンケート結果から各都市での届出・勧告制の実効性

評価を分析する。また，先行して運用している他計画の届

出・勧告制の実効性評価との比較分析を行う。 

そして，第4章では，実効性と課題に関する考察を深め

るため，ケーススタディ都市を抽出して届出が出された開

発・建築行為を行政ヒアリングと収集した立地データに基

づき土地利用規制別に立地と内容を把握し，届出・勧告制

の運用実態も加えて課題等を分析する。 

以上を踏まえ，第5章で全体のまとめと立地誘導の実効

性強化に関する今後の課題を示す。 

２．全国的な届出・勧告制の運用実績 

2-1．アンケート調査の概要 

2018年4月時点で立適計画を公表している157都市に対

し，2018 年度の届出実績等に関するアンケートを郵送配

布・回収により2019年11月に実施した。アンケートの内

容は8つの項目で構成し，枝問を含め全74問である（表1）。

「2.都市機能誘導の届出等の実績」と「3.居住誘導の届出

等の実績」の項目では，届出前の事前相談の件数と内容，

届出時の協議・要請の件数と内容及び結果，勧告件数と結

果，誘導区域「内」における誘導該当施設の件数について

開発行為・建築行為別に回答を求めた。 

なお，運用期間の長さを背景として回答に差の生じる可

能性のある設問があるため，2017年4月段階で計画を公表

している回収92都市をＸ都市群とし，それ以降に公表して

いる回収39都市をＹ都市群とした（表2）。 

2-2．都市機能誘導の実績 

a．開発行為の届出等の実績 

開発行為に関する事前相談ありは31都市で全体の約1/4

であり，「1.制度理解」の回答が多かった（図 2）。またこ

の段階から単なる相談にとどまらず立地や計画の「4.変更

要請の話合い」の回答が1都市，鹿児島市からあった。 

届出ありは42都市で，全体の約1/3であった。また，届

出時の協議・要請ありは2都市で確認でき，鹿児島市が1

件，松本市が1件と回答している。 

b．建築行為の届出等の実績 

建築行為の事前相談ありは28都市で，全体の約1/5と開

発行為に比べて大差ない。また，鹿児島市は建築行為にお

いても事前相談の段階から変更要請の話合いを行っている。 

届出ありは49都市で，全体の1/3強であり，開発行為に

※第２項と第３項で設定した事前相談に関する問いには，設問文に「ここでの相談

とは，道路幅員や用途規制等の問い合わせではなく，立地適正化計画による立地

誘導に関する相談を指します。」と明記し，回答を求めた。協議・要請に関する問

いには，「ここでの協議とは，立地変更，計画変更の具体的な内容での協議を指し

ます。また，要請とは，行政の変更要望の意思を伝え，それを求めることを指し

ます。」と明記し，回答を求めた 

表2調査対象と回収数 

Ｘ

都市群

Ｙ

都市群
計

調査対象都市数 106 51 157

92 39 131

(86.8％) (76.5％) (83.4％)

(居住誘導区域指定都市数) (71) (36) (107)

回収都市数

(回収率)

※計画公表時期は，計画書の発行年月と各都市のＨＰによる計画公表関連の情報

を突き合わせて把握した。 

１．計画内容の変更と届出の把握（3問）

２．都市機能誘導の届出等の実績／開発行為・建築行為別（22問）

３．居住誘導の届出等の実績／開発行為・建築行為別（22問）
４．立地誘導で連携する他計画・事業の有無と内容（6問）

５．地区計画，景観計画の届出・勧告実績と評価（11問）

６．事前相談・届出等に関わる行政体制（3問）

７．届出・勧告制の実効性評価と今後必要な措置（7問）

表1アンケートの全体構成 （8項目，枝問含め全74問） 
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比べて実績ある都市数がやや多くなっている。また，届出

時の協議・要請ありは 3 都市で確認でき，鹿児島市が 14

件，松本市が3件，吹田市が3件と回答している。 

c．協議の結果 

 鹿児島市，松本市，吹田市の3都市で協議・要請の実績

があるが，いずれの都市も変更には至っていない。また，

勧告は出していない。 
2-3．居住誘導の実績 

a．開発行為の届出等の実績 

居住誘導において開発行為の事前相談ありは21都市で，

全体の約1/5であった（図3）。 

届出ありは 76 都市で全体の 2/3 強と多い。届出時の協

議・要請ありは3都市で確認でき，鹿児島市で8件，津市

で6件，吹田市で1件と回答している。 

b．建築行為の届出等の実績 
 建築行為の事前相談ありは15都市で，全体の約1/7とや

や少ない。 

 届出ありは65都市であり，開発行為の届出実績のある都

市数よりやや少ない。これは，開発行為が宅地分譲を目的

としている場合には分譲後の建築行為が個別に行われるた

め，届出が発生しないことが影響していると考えられる。

届出時の協議・要請ありは2都市，鹿児島市で3件，津市

で3件と回答している。 

c．協議の結果 

鹿児島市，津市，吹田市の3市で協議・要請の実績があ

るが，いずれの都市も変更には至っていない。また，勧告

は出していない(2)。 

2-4．各都市における届出件数の多寡の相対的把握 

届出件数の数量は，それぞれの都市のおかれた状況によ

り影響を受ける。そのため，届出件数の多寡については，

届出件数の立適計画区域全体で発生する該当施設件数に対

する比率（以下，「届出件数の相対的ボリューム」）を求め，

上記の観点を加えて考察する必要がある。 

ここでは，立適計画区域内の区域区分のあり方の2区分，

誘導区域面積の用途地域指定面積に対する比率の2区分を

行い，それぞれに人口規模2区分の細区分を加えて届出件

数の相対的ボリュームを都市ごとに求め，その分布概況を

把握する。なお，開発行為の届出の後に続く建築行為の届

出を求める都市と求めない都市があることから，そうした

都市の違いに影響されない集計のため，開発行為の件数の

みの比率で分析する。 

都市機能誘導に該当する施設について，アンケート回答

に誘導区域の「内」・「外」別での該当開発行為の件数がと

もに記載のあった25都市について，各比率を25%区分ごと

に集計して分布概況を把握した（表 3，4）。居住誘導に関

しても同様の方法で37都市について分布概況を把握した。

その結果，都市機能誘導と居住誘導の双方において，届出

件数の相対的ボリュームが76％以上である都市が，半数以

上を占めていた。区域区分のあり方2区分，誘導面積比2

区分，さら細区分した人口規模2区分でみても共通の傾向

があり，誘導区域「外」での該当開発行為が誘導区域「内」

のそれより多く発生している傾向が分析できた。 

2-5．小括 

事前相談は都市機能誘導と居住誘導において 1.5 割～2

割の都市で実績があり，多くは制度の理解に関する相談で

ある。 

図4居住誘導の事前相談の内容（複数回答） 
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表3 区域区分の2区分での届出件数の相対的ボリューム分布 

表4 誘導面積比2区分での届出件数の相対的ボリューム分布 

・a：人口規模が9.9万人以下の都市群。b：人口規模が10.0万人以上の都市群。 

・誘導面積比=誘導区域面積／用途地域面積（工専面積除く） 

・都市機能誘導面積比の25％は，131回答都市の平均値。居住誘導面積比の73％

も同じく平均値。 

・a：人口規模が9.9万人以下の都市群。b：人口規模が10.0万人以上の都市群。 

ａ ｂ 計 ａ ｂ 計 ａ ｂ 計 ａ ｂ 計

76～100% 3 7 10 6 2 8 18 6 3 9 6 5 11 20
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届出の実績は，都市機能誘導が開発行為で約3割，建築

行為で約4割の都市であり，居住誘導は開発行為で7割，

建築行為で約6割と多くの都市で実績のあることが把握で

きた。運用実績が積み重なりつつある状況と言える。都市

ごとに算出した届出件数の相対的ボリュームから，届出件

数は誘導区域「内」の該当施設の行為件数より多い傾向に

ある。また，届出時で協議・要請を行った実績のある都市

は，回答のあった131都市の中で鹿児島市，松本市，吹田

市，津市の4都市のみであり，いずれの都市の事例でも変

更には至っておらず，勧告も出されていない。 

なお，協議・要請を行っている4市に対して立地変更，

計画変更の実績がない理由を後日にヒアリング(3)で確認し

たところ，「届出時では誘導のタイミングを逸しており，現

状では誘導が難しい。」を旨とする指摘で共通していた。 

以上のことから，届出を通して誘導区域外での開発行為，

建築行為の動向把握はできているが，変更に関する協議・

要請は僅かしか実施されておらず，届出時に行う誘導の成

果は現れていない。さらに，誘導対象となる施設の開発行

為について，本来誘導すべき誘導区域「内」の立地より誘

導区域「外」の立地の方が多い傾向があることから，立地

誘導の実効性強化の課題が明らかになった。 

３．届出・勧告制の実効性と課題  

3-1．立適計画における届出・勧告制の実効性評価 
まず，届出・勧告の運用に対しての準備を問うたところ，

「2.事前相談時の話合事項を整理」や「3.届出時の協議事

項等を整理」をしている都市は少なかった（図5）。勧告基

準を用意しているのは，都市機能誘導で2都市（藤枝市と

大東市），居住誘導で3都市（藤沢市，藤枝市，大東市）の

みであった。なお，藤沢市，大東市は定性的記述であり(4)，

藤枝市は記述方式も含め非公表である。 

次に，立適計画の公表と届出・勧告制の導入にともない

開発・建築主体に心理的影響を及ぼし，誘導区域外での該

当する計画発意の緩やかな抑制につながるアナウンス効果

について問うたところ，「1.効果発生」の回答は4都市であ

った（図6）。なお，運用期間の異なるＸ都市群とＹ都市群

に，評価の違いはなかった。 

届出・勧告制の運用実績を踏まえた立地誘導に対する実

効性評価については，まず，区域区分のあり方2区分，都

市機能誘導面積比2細区分でみると（図7），導入初動期で

あることも反映し「4.わからない」との回答が過半を占め

た。「1.有効に機能」は 1都市のみであり，「2.一部で機能」

を加えても18都市であり，「3.機能なし」の32都市を下回

っている。非線引きor混在で，都市機能誘導区域面積比が

26％以上の細区分都市において「3.機能なし」の回答率が

やや多いが，その他の区分都市においては特段の違いは見

られなかった。次に，立地誘導に特に関わりの深い誘導支

援施策の有無2区分(5)で実効性評価をみると（図8），Y都

市群内の支援施策なしの都市で「1.有効に機能」や「一部

で機能」に回答がなかったが，他の都市では支援策の有無

図8誘導支援施策の有無別の届出・勧告制の実効性評価 

図6アナウンス効果の評価 
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図5届出・勧告の運用に対しての準備（複数回答） 
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図9実効性強化に今後必要な措置（複数回答） 

※都市数が図6の数と一致しないのは，誘導支援施策の有無に回答のなかった

都市を除いているため。 

図7区域区分の2区分別，都市機能誘導面積比2細区分別 
での届出・勧告制の実効性評価 

※都市数の計が129であるのは，用途地域指定のない2都市を除いているため。 
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による回答結果に大きな違いはなかった。 

機能を認めている18都市のなかで届出時の協議・要請等

を行っている都市はなく，このうち6都市の自由記述欄に

「建設予定地の検討段階で機能している。」，「事業者が住宅

開発を行う際に区域内の立地を検討するなど，立地誘導に

機能している。」，「昨年度と比べ，誘導区域外での開発・建

築行為が減った。」等の記載があった。届出時の調整等では

なく立地検討段階のことであり，図6に示した「1.効果発

生」に回答した都市ではなかったものの，アナウンス効果

と見てよい。いずれにせよ，届出時の協議・要請による立

地変更，計画変更の実績はないが，アナウンス効果による

立地誘導が数は少ないものの確認できた。 

実効性強化に今後必要な措置は，「1.計画等の周知活動の

強化」や「7.支援措置の強化」の回答が多かった（図9）。 
3-2．他計画における届出・勧告制の実効性評価 
他計画における届出・勧告制は，制度上の役割や作動環

境の点で立適計画における届出・勧告制とは異なるが，手

続き面や実効性の強化面において参考に資することも多い

と考えられ，地区計画と景観計画の実効性評価を分析する。 

a．地区計画 
 回答131都市のうち，地区計画の決定済みは106都市で

あり，勧告の実施は11都市で確認できた。この勧告に対し

て，「1.すべて是正」と「2.一部是正」を合わせると3都市

で何らかの是正が行われている（表5）。運用の独自取組み

では，事前相談制の導入が16都市で行われている（図10）。

届出・勧告制の実効性評価は「1.有効に機能」との回答が

80％を占めた（図11）。 

b．景観計画 
 景観計画の策定済みは 84 都市であり，勧告の実施は 6

都市で確認できた。この勧告に対して，「1.すべて是正」と

「2.一部是正」を合わせると6都市とも何らかの是正が行

われている。運用における取組みでは，「1.事前相談制の導

入」が34都市で行われ，「3.独自条例で対応の体系化」は

15 都市で行われている。届出・勧告制の評価は，「1.有効

に機能」の回答が69％を占めた。 
3-3．小括 

まず，立適計画の届出・勧告制の運用における届出者へ

の対応準備状況は十分とは言い難く，協議事項等の事前整

理や勧告基準を用意している都市は僅かであった。 
次に，届出・勧告制の実効性評価は，導入初動期を反映

して明確な判断ができかねている都市の多いことが把握で

きた。また，導入によるアナウンス効果は一部の都市で見

られたものの，届出・勧告制の実効性に対する評価は低い

ことが明らかになった。地区計画や景観計画における届

出・勧告制は多くの都市で実効性が評価されており，立適

計画における届出・勧告制の評価とは異なっていた。 
これについては，立適計画は立地そのものや規模の大幅

な変更を扱うという点において，事前相談時の話合いや届

出時の協議・要請における運用の難しさが推察される。そ

うした点で計画等の周知活動や支援措置の強化が多く指摘

されており，とりわけ届出・勧告制については他計画で見

られる事前相談制の導入や独自条例での対応の体系化など，

法定外の独自の取組みによる実効性強化が検討課題となる。 
 

４．ケーススタディ都市の分析 

4-1．対象都市の抽出 

届出時に協議・要請の実績のある4都市の概況は，表6

に示すとおりである。このうち，2 ヵ年以上の対応実績が

あるＸ都市群に属すること，アンケートで把握した届出件

7
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16
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図10他計画における運用の独自取組み（複数回答） 
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表5他計画における届出・勧告の運用 

図11他計画における届出・勧告制の実効性評価 

　
人口※1

(増減率)

立適計画

区域内

誘導区分
(誘導区域

面積比）

行為

届出

件数

※2

事前相談

段階の

内容

届出段階の

内容※3

開発 6
1.制度理解

4.変更要請
2.変更要請

建築 20
1.制度理解

4.変更要請
2.変更要請

開発 8 - 2.変更要請

建築 3 - 2.変更要請

開発 1 - 1.変更協議

建築 3 - 1.変更協議

開発 0 - -

建築 3 1.制度理解 1.変更協議

開発 1 1.制度理解 1.変更協議

建築 0 - -

開発 0 - -

建築 1 1.制度理解 2.変更要請

開発 6 1.制度理解 2.変更要請

建築 3 1.制度理解 2.変更要請

28.0万人

(-2.1%)

線引き，

非線引き

のうち線

引きのみ

居住

誘導

(78.3％)

都市機能

誘導

(26.4％)津市

(Ｙ都市)

吹田市

(Ｘ都市)

37.4万人

(5.2%)
線引き

都市機能

誘導

(69.7％)
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(Ｘ都市)
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の混在
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(Ｘ都市)
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(0.1%)
線引き

居住

誘導

(100.0％)

居住

誘導

(97.8％)

※1：人口は2015の値。増減率は2010-2015の値。 

※2：届出件数は2018年度の数。 

※3：協議・要請の内容を2区分して表示。定義は表1の脚注参照。 

※4：松本市は2019.4より居住誘導の運用を開始。 

表6届出時に協議等のある都市 
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数が多いこと，都市計画区域（以下，「都計区域」）の線引

きと非線引きの違いによる届出立地の違いを把握できるこ

とから鹿児島市をケーススタディ都市として抽出した。 

なお，都計区域別の誘導区域指定から（表7），鹿児島市

の立適計画には，線引き都計区域内では都市機能の立地を

強く集約し，非線引き都計区域内では用途地域指定地外も

含めて居住を誘導する明瞭な意図のあることが把握できる。 

以下，鹿児島市への詳細ヒアリング(6)と入手した届出立

地の住所と内容のデータに基づき，分析を行う。 
4-2．鹿児島市の立適計画策定に先行した取組み 

鹿児島市は1市4町による合併が2004年に行われ，現在

も旧市町ごとの5つの都計区域が併存している。立適計画

区域の範囲は，これら都計区域の全域としている。 

立適計画に先行した土地利用の特徴的な取組みとして，

まず，非線引き都計区域区域内において，白地でありなが

ら建築物の集積が進んだ地域に対して特定用途制限地域を

4つの型で2009年に指定している（次頁，表8）。さらに，

各拠点へ商業施設等の生活利便施設の集約誘導を図ること

を目的とした「鹿児島市集約型都市構造に向けた土地利用

ガイドプラン」（以下，「ガイドプラン」）を2012年策定に

策定している。このガイドプランは，集約型都市構造の実

現に向けた拠点のあり方を示すとともに，市内を23のゾー

ンに区分してまちづくりの方向性および商業施設誘導に向

けてゾーンごとの店舗面積の上限に関する数値を示したも

のである。そして，市民・事業者に土地利用誘導のビジョ

ンを提示して緩やかな理解を得つつ，今後の地域地区等を

見直す方向の指針として機能させている。 
4-3．立適計画の誘導区域指定 
2017 年 4月に公表した立適計画の都市機能誘導区域は，

ガイドプランの内容と整合させて指定した。誘導区域は，

店舗面積等により3つの区分 (7)で指定している。また，居

住誘導区域は，線引き都計区域内は市街化区域から急傾斜

地崩壊危険区域や工業専用地域・工業地域等の居住に適さ

ないとされる区域を除外して指定し，非線引き都計区域区

域内は，同じく用途地域から居住に適さないとされる区域

を除外することに加え，ガイドプランで示された地域生活

拠点を含む特定用途制限地域の指定地，集落生活拠点形成

ゾーン1，2を根拠に指定した。 

ガイドプランのゾーンニングと都市機能誘導区域および

居住誘導区域の関係は図12のとおりである。 

4-4．届出の立地と内容 

 鹿児島市は，開発行為の届出の後に続く建築行為の届出

も求める都市であることから，建設される実態数において

開発届出件数と建築届出件数の和を用いるとダブルカウン

トが含まれることになる。そのため，より実態を正確に把

握するため，届出の重複を整理した上で2017年と2018年

の2ヵ年分を分析する。 

 まず，都市機能誘導の届出件数は，鹿児島都計区域 25

件，郡山都計区域1件，松元都計区域2件，喜入都計区域

1件で合計29件である（図13，表9）。届出の具体的立地

は鹿児島都計区域の市街化区域内に多いが，ガイドプラン

の開発抑制ゾーン 1（市街化調整区域）で市街化区域の近

接地にコンビニ・診療所の5件の立地もみられる。非線引

き都計区域では居住誘導区域内の立地が3件，開発抑制ゾ

ーン2（白地地域）の立地が1件となっている。 

都市機能誘導の届出の29件は，誘導区域「内」の該当施

設の11件を加えた計画区域内全体40件に対して73％とな

る（表9）。誘導区域「外」での該当施設の立地が多く発生

していることになり，これは，鹿児島都計区域内で都市機

能誘導区域を絞り込んで指定していること，また区域3の

誘導施設において150㎡以上と比較的小規模な店舗も指定

していることが影響していると思われる。 

 居住誘導の届出件数は鹿児島都計区域3件，松元都計区

域11件，喜入都計区域1件の合計15件であり，とりわけ

非線引きで交通利便性の良い松元都計区域の開発抑制ゾー

ン-2で届出が多いことが確認できる。届出1件あたりの戸

数は4戸～34戸であり，10戸以上の行為が7件と総数15

件の約半数を占めた。より実態比較ができる届出の戸数で

比較すると，居住誘導の届出戸数152戸は，誘導区域「内」

内の該当戸数を加えた計画区域内全体の5,116戸に対して

3％と僅かである（表 9）。これは，集合住宅の件数比率が

相対的に高く該当戸数が多いと想定される鹿児島都計区域

において，居住誘導区域を広く指定していることが影響し

ていると思われる。 

また，届出の立地を土地利用規制4区分別で整理して戸

数を整理すると，白地部分で居住誘導に関する届出戸数が

56戸，全体の152戸の1/3強を占めることになる（表10）。 

4-5．変更要請の取組み 
ヒアリング結果に基づき，取組みを以下に整理する。 
事前相談時は，すべての相談において立地変更，計画変

更に対する話し合いを行っている。しかし，事前相談は行

為着手の1～2ヶ月前が多く，既に土地取得済み，あるいは

設計を終えた段階である等の理由が届出者から出され，話

合いによる立地変更や計画変更の成果はない。 

届出時は，まず計画の趣旨を説明し，次に立地変更の可

能性の検討を求め，困難であれば規模縮小による計画変更

を要請している。しかし，事前相談時と同様の理由により

変更が行われた成果はない。そのため，次回の開発・建築

行為を検討する際には予め誘導区域内で検討するように依

頼している。なお，事前相談時において変更の話合いを行

※喜入都計区域内に用途地域指定はない。 

表7誘導面積比からみた鹿児島市の誘導区域指定 

都市機能誘導

面積比
居住誘導面積比

線引き 鹿児島都計区域(7,823ha) 8.6%（675ha） 87.4%（6,839ha）

吉田都計区域(55ha) 40.0%(22ha） 381.8%(210ha）

郡山都計区域(103ha） 22.3%(23ha) 227.2%(234ha)

松元都計区域(270ha) 15.2%(41ha) 144.1%(389ha)

喜入都計区域（0ha) ※ - (88ha) - (394ha)

10.3%（849ha) 97.8%(8,066ha)

23.8% 77.4%

28.9% 69.8%

19.3% 66.8%混在都市の平均

131都市

区域区分と用途地域面積（工専除）

鹿児島市 非線引き

総計（8,251ha)

線引き都市の平均

非線引き都市の平均
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った届出に対しては，再度の変更要請はしていない。 

4-6．小括 

都市機能誘導における届出は，線引きしている鹿児島都

計区域内が最も多く，届出の立地は市街化区域内が多くを

占め，市街化調整区域内の開発抑制ゾーンでも小規模なも

のが数件見られた。また，届出件数は，立適計画区域内の

該当するすべての開発・建築行為の件数に対して約7割と

多くを占めていた。これは，アンケート結果から求めた届

➊ ➌

➋

➌

図12ガイドプランの各ゾーンと誘導区域の関係 

★：都市機能誘導に係る届出，数値は件数。全件数29。数値右の(アルファベット)
は表10と連動。 

◎：居住誘導に係る届出，数値は件数。全件数15。アルファベットは同上。 
(j)：誘導区域から局所的に除外された急傾斜地崩壊危険区域内での34戸の共同住 

宅開発。 
(k)：7件のうち1件は誘導区域から局所的に除外あれた急傾斜地崩壊での4戸の戸 

建て住宅開発。 
[  ]内はガイドプランで示された拠点の名称。 

表10届出件数（ゾーン別・土地利用規制区分別） 

表9届出件数等と誘導区域「内」該当件数の比較 

※：居住誘導区域(イ)は，用途地域指定地内で区域指定。 居住誘導区域(ロ)は， 
特定用途制限地域内で区域指定。 居住誘導区域(ハ)は，集落核内で区域指定。

➊：黒丸数字は，表8と連動。 
◎：喜入都計区域内の図示したエリア外で，1件（長屋18戸）あり。 
コンビニ：150㎡～200㎡程度のため面積表示を省略。 

※表側の(アルファベット)は，図12の届出のあるゾーンと連動。 

➊
➋

➌

コンビニ★

★コンビニ

Ｎ

吉田都計区域 郡山都計区域 

松元都計区域 

喜入都計区域 

鹿児島 
都計区域 

郡山都計区域 
（非線引き） 

吉田都計区域
（非線引き）

喜入都計区域 
（非線引き） 

表8特定用途制限地域の内容 

※1:都市機能誘導区域「内」でありながら届出のあった3件を除く。 
※2:鹿児島市は，居住誘導の分析に関連する誘導区域「内」の該当行為を件数で

はなく該当建築行為の戸数で把握・管理している。そのため，該当行為を戸
数で示した。 

コンビニ
★

店舗 738 ㎡★

◎戸建て 10 戸
◎戸建て 7 戸

◎
戸建て 9 戸

◎戸建て 5 戸
◎戸建て 8 戸

◎戸建て 3戸

◎戸建て 12 戸
◎戸建て 4 戸
◎戸建て 11 戸
◎戸建て 12 戸
◎戸建て 11 戸

➌

➌

➍

松元都計区域 
（非線引き） 

図13届出の立地と内容 

鉄道 

★
銀行

★コンビニ

★コンビニ

★
店舗 757 ㎡

★

★店舗 808 ㎡

★店舗 266 ㎡

★店舗 432 ㎡

★コンビニ

★診療所

★診療所
★診療所

★店舗 215 ㎡

★診療所

★店舗 185 ㎡

★コンビニ

★
店舗 457 ㎡

★店舗 568 ㎡★
コンビニ

★コンビニ

★診療所
★店舗 1,127 ㎡

★コンビニ

診療所

◎戸建て (4 戸 )

◎共同 (34 戸 )

◎戸建て (4 戸 )

 ★
店舗 272 ㎡

　　★
診療所

都市機能誘導区域
居住誘導区域（イ）
居住誘導区域（ロ）
居住誘導区域（ハ）

都市機能増進施設（届出）
居住誘導施設（届出）
開発抑制ゾーン 1
開発抑制ゾーン 2

都市計画区域界

用途地域

行政界

★

◎ 特定用途制限地域

鹿児島都計区域 
（線引き） 

区域3 ・集落生活拠点形成ゾーン１～３ [集落核] ★2(b)◎0

・一般商業ゾーン ★1(c)◎0 ・近隣型商業ゾーン１～２★1(d)◎0

・職住共生ゾーン ★2(e)◎0

・交流・業務空間形成ゾーン★0◎0 ・産業高度集積ゾーン ★1(h)◎0

・開発抑制ゾーン１～２★4(i)◎7(l)

・開発抑制ゾーン３ ★0(c)◎0

区域1
・広域商業高度集積ゾーン [中心市街] ★3(a)◎0

・広域商業集積ゾーン [副都心] ★0(a)◎0

区域2

・広域交流空間形成ゾーン [中心市街地] ★0(a)◎1(j)

・副都心形成支援ゾーン [副都心] ★0(a)◎0

・地域生活拠点形成ゾーン１～３ [地域生活拠点]★0(a)◎0

・団地生活拠点形成ゾーン１～２ [団地核] ★0(a)◎0

・産業集積ゾーン

★3(f)◎0

都市機能誘導区域

居住誘導区域

・交流・娯楽・業務空間

形成ゾーン ★0(c)◎0

都市計画区域

行政区域

・生活環境保全ゾーン

★12(g)◎7(k)

立　地

（ａ） 線引き・市街化区域・都市機能誘導区域　(3件)

（ｂ） 線引き・市街化調整区域　　 　(2件)

（ｃ） 線引き・市街化区域・居住誘導区域　　　(1件)

（ｄ） 線引き・市街化区域・居住誘導区域　　　(1件)

（ｅ） 線引き・市街化区域・居住誘導区域　　　(2件)

（ｆ）
線引き・市街化区域・居住誘導区域　　　(1件)

線引き・市街化区域・居住誘導区域外　　(2件)

（ｇ）
線引き・市街化区域・居住誘導区域　　　(9件)

非線引き・用途地域・居住区域内　 　(3件)

（ｈ） 線引き・市街化区域・居住誘導内　 　(1件)

（ｉ）
線引き・市街化調整区域　　 　(3件)

非線引き・白地地域　　 　(1件)

土地利

用規制

5区分

別の計

線引き・市街化区域・都市機能誘導区域　(3件)

線引き・市街化区域・居住誘導区域　　 (17件)

線引き・市街化調整区域　　 　(5件)

非線引き・用途地域・居住誘導内　 　(3件)

非線引き・白地地域　　 　(1件)

　総計　  (29件)

（ｊ） 線引き・市街化区域・居住誘導区域外 　(1件，34戸)

（ｋ）
線引き・市街化区域・居住誘導区域外   (1件， 4戸)

非線引き・特定用途制限地域 　　（6件，54戸）

（ｌ）
線引き・市街化調整区域    （1件， 4戸）

非線引き・白地地域    （6件，56戸）

土地利

用規制

4区分

別の計

線引き・市街化区域・居住誘導区域外　 （2件，38戸）

線引き・市街化調整区域    （1件， 4戸）

非線引き・特定用途制限地域  （6件，54戸）

非線引き・白地地域  　 （6件，56戸）

　総計　   （15件，152戸）

都

市

機

能

誘

導

に

係

る

届

出

居

住

誘

導

に

係

る

届

出

適用地区
特定用途制限

地域の型
規制建築物

❶ 環境整序型

・1,500平方メートルを超える店舗、飲食店等のほか、ボーリ

ング場、パチンコ屋等の遊戯施設、風俗施設、工場、危険
物の貯蔵・処理施設

➋ 幹線道路沿道型 ・キャバレー等の風俗施設、工場、危険物の貯蔵・処理施設

➌ 環境保全型

・500平方メートルを超える店舗、飲食店等のほか、ボーリン
グ場、パチンコ屋等の遊戯施設、風俗施設、工場、危険物

の貯蔵・処理施設

➍ 幹線道路沿道型
・1,500平方メートルを超える店舗、飲食店等のほか、ボーリ

ング場、パチンコ屋等の遊戯施設、風俗施設、工場、危険

物の貯蔵・処理施設

地域中心地区

田園居住

環境保全地区

2017 2018 計

届出件数 7 22 29(73％)

誘導区域「内」の該当件数 7 4※1 11(27％)

計 14 26 40(100％)

届出件数

（　）は戸数

6
(75戸)

9
(77戸)

15
(152戸)（3％）

誘導区域「内」の該当件数※2

（　）内は戸数

-
(2,631戸)

-
(2,333戸)

-
(4,964戸)（97％）

計
(2,706戸) (2,410戸) (5,116戸)（100％）

都市

機能

誘導

居住

誘導
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出件数の相対的ボリュームの分布（表 4）の傾向と一致し

ている。周知は進んでいるものアナウンス効果は不十分で

あり，積極的に立地変更，計画変更の話合いや要請を行っ

ているものの，届出時の誘導成果はまだ現われていない。 

居住誘導における届出は，線引き都計区域内は少なく，

非線引き都計区域で多く発生していた。線引きの鹿児島都

計区域で居住誘導区域を広く指定していることから市街

化区域内の届出が必要な区域が限定されたこと，非線引き

の松元都計区域で白地部分の開発・建築規制の緩いことに

加え交通利便性の良いことが起因していると思われる。ま

た，届出1件あたりの戸数で10戸以上のものが7件と半

数を占めていた。届出のあった戸数は計画区域内で該当す

る開発・建築行為の総戸数に対しては少ないが，開発を抑

制すべきゾーンで立地が進み問題が生じているといえる。 

５．まとめ 

 本研究における分析・考察の結果は， 
①全国的にみて，届出制により立地誘導すべき開発・建築

行為の動向把握の実績が積み重なりつつあるが，協議・

要請の実績ある都市は僅かしかなく，届出時の具体的な

誘導の成果は表れていない。 
②誘導すべき施設が，本来誘導すべき誘導区域「内」の立

地より，誘導区域「外」の立地に多い都市が過半を占め

ており，立地誘導の実効性強化が求められる。 
③届出時の協議等がなくとも立適計画の公表等によるアナ

ウンス効果を認める都市があるが，届出・勧告制自体の

評価は他計画の届出・勧告制の評価に比べて低い。 
④ケーススタディを行った鹿児島市は，事前相談時，届出

時に積極的に立地変更，計画変更の要請を行っているが，

その時点で既に計画が固まっているなどタイミングを逸

して成果があげられていない。また，交通利便性の良い

非線引き都計区域内の白地部分で居住誘導に関する届出

が多く，10戸以上の届出が半数を占めていた。 
⑤以上の届出・勧告制の運用実績と成果から，今後は立地

誘導の実効性強化が求められ，アンケート結果で示され

た計画等の周知活動や支援措置に加え，他計画で行われ

ている事前相談制の導入や独自条例での対応の体系化な

ど法定外の独自の取組みによる実効性強化が検討課題と

なる。 
以上の5点に整理できる。 
とりわけ立地誘導の実効性強化には，協議・要請のある

4 都市から共通して出された誘導のタイミングを逸してい

るとの指摘から，計画目標に対して支障を生じさせると想

定される行為を予め数値等で明確化して周知し，該当行為

については計画内容を具体化させる前の発意・構想段階で

話合いの場を確保するなどの対応が考えられる。 
 なお，実績の分析に関する今後の課題として，誘導施設

の立地が誘導区域「内」より誘導区域「外」に多いことに

関して，それぞれの規模・内容も加え多くの都市のデータ

に基づいて分析・考察を深めることがある。また，アナウ

ンス効果については日頃の業務から得た印象に基づき回答

されており，正確なアナウンス効果をデータから測定する

ために，計画運用の前・後における誘導区域「内」と「外」

の該当行為の発生状況からの検証も課題である。 

【補注】 

(1) 誘導区域「内」における届出に該当する行為の件数もアンケートで求

め，届出件数にそれらを加えて計画区域全体での該当行為件数とした。

(2) 2017年度において藤沢市が勧告行為を実施し計画中止の実績があるが，

本調査は2018年度の実績のため該当しない。文献9)参照。

(3) 確認のヒアリングは，鹿児島市都市計画課は2020年1月16日に電話

にて，松本市都市計画課は同年2月17日に庁舎内にて，吹田市計画調整

室と津市都市政策課は同年3月16日に電話にて実施。

(4) 大東市は基準を公開していない。

(5) アンケートの第4項（表1）で，立地誘導に特に関わりの深い施策・事

業について例示を示し，その有無について回答を求めた。

(6) 鹿児島市都市計画課に対し，2020年1月27日に庁舎内にて実施。ヒア

リング内容は2 項目，全9 問で以下の通り。１．市域における土地利用

コントロールの概要（①線引き・非線引きが共存している背景，②線引

き・非線引きでの開発動向，③特定用途制限地域指定の目的，④土地利

用ガイドライン策定の背景と目的），２．立適計画の届出・勧告制の運用

実態と実績・成果（⑤誘導区域設定の考え方，⑥事前相談，届出等の件

数確認，⑦届出の立地と内容，⑧立地変更等の事前相談，要請，協議の

仕方の詳細と結果，⑨事前相談および協議・要請時に誘導できない要因） 

(7) 区域1は，都市機能誘導施設として店舗面積10,000㎡以上の商業施設，

及び診療所等を指定。区域2は，店舗面積1,000㎡以上10,000㎡未満の

商業施設，及び診療所等を指定。区域3 は，店舗面積150 ㎡以上の商業

施設，及び診療所等を指定。
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